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株率の報告がある 9県のうち 5県が 0％であり，他もあ

らかた 1％以下の低い値で，唯一の例外は滋賀県の早期

水稲での 17.3％である（JPP-NET, 2011）。

このように見ると，我が国のニカメイガが大害虫とし

て近い将来に復活する可能性は低いように思われる。し

かし，油断はできないだろう。それは，ニカメイガが極

めて適応性の高い，すなわち高度に遺伝的多様性をもっ

た昆虫であるからだ。このことは，イネの作付け時期の

変化に迅速に対応して発生時期が変化した過去の多くの

事例，パラチオンや BHCに対する短期間での抵抗性系

統出現，光周期反応の地理的変異と生態型（西国型と庄

内型），個体群内の成長速度に見られる大きなばらつき

などによく現れている。実際，適応性の高さゆえに生じ

ると思われる局地的な多発生は現在でも見られるので，

常にモニターの必要がある「要注意種」であることは間

違いない。

昨年（2010年）10月に名古屋市で生物多様性条約第

10回締約国会議（COP10）が開催されたことは記憶に

新しい。そこでは世界的に進行している野生生物の絶滅

をどのようにして食い止めるかが重要課題の一つであっ

た。そのためにはどのような経過をたどって絶滅に至る

か，つまり絶滅の機構を理解することも重要と思われる

が，絶滅過程を人為的に再現することは不可能に近い。

そこで，絶滅の危機に瀕しているトキやアホウドリ等の

は　じ　め　に

「ニカメイガ―日本の応用昆虫学」（桐谷・田付編，東

京大学出版会）が 2009年 11月に刊行された。ニカメイ

ガ（Chilo suppressalis）は古くから 1960年ごろまで，イ

ネのウンカ類と並び我が国で最も重要なイネ害虫であっ

て，本種に関する研究が戦前・戦後を通じて日本の応用

昆虫学を牽引してきたと言っても大げさの謗りは受けまい。

かつての害虫としての猛威は，1953年の佐賀平野で

の大発生にうかがうことができる。佐賀平野中心部の城

田での誘殺数は，1950年の 200頭前後から「漸進大発

生」の様相を示し，1952 年の第 1 世代では 100 倍の

20,000頭をこえ，翌年 53年の越冬世代で 23,000頭を記

録したが，その後同年第 1世代になると大発生は崩壊

し，誘殺数も 300頭前後に激減した（桐谷，2009）。こ

の大発生時には，幼虫がイネ茎を食い荒らす音が畔に立

っていても聞こえたそうである。さらに，幼虫の集団移

動が生じ，その際には通常の寄主植物ではない，サトイ

モ，メダケ，タカナ，ダイコンまで加害されたと記録さ

れている。また，農民がトラックを仕立てて「BHCか

ホリドール（パラチオン）をよこせ」と農薬会社の工場

におしかけたのもこの時である。

ところが，1960年代の日本の高度成長期を境にニカ

メイガの生息密度は減少し続けた。現在では「並のイネ

害虫」，あるいは「ただの虫」，さらに地域によってはほ

とんど「絶滅危惧種」に近い状態にまで至っている

（図―
　

1）。この間の変化を和歌山県の例で以下に示す。

1959～ 61年にかけて，和歌山県では西海岸と紀北地区

を対象に大規模なニカメイガによる被害調査が行われ

た。10月末の第 2世代幼虫による平均被害株率はそれ

ぞれ 16.8％と 47.2％を示した（小林，1962）。それでは

現状はどうか。2010年 9月末の和歌山県普通水稲では

発生面積も被害株率も共にゼロと報告されている（それ

にもかかわらず発生状況は「平年並み」である）。被害
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図－1 日本におけるニカメイガ（第 2世代）とサンカメ
イガの発生面積の年次変動（桐谷，2005）
ニカメイガはサンカメイガの 10分の 1の縮尺で描いた．
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盛日は 1930年半ばには 6月 10日頃と 1か月近く遅くな

り，第 1世代成虫の最盛日も 8月上旬から 10日以上遅

くなっている。同じような事例は，1920年代の長崎，

1930 年ころの山口，宮崎でも知られている（土山，

1958；宮下，1982）。

昭和初期に全国の研究機関に農林省が委託してニカメ

イガに関する大型のプロジェクト研究が発足した。その

一つとして静岡県農事試験場ではズイムシアカタマゴバ

チ（Trichogramma japonicum）を大量に放飼する「生

物 農 薬 的 利 用 」 が 取 り 上 げ ら れ た （ 弥 富 ，

1943；1950；渋谷・弥富，1950）。しかし大量放飼は一

つの寄主卵に 2頭以上の蜂が寄生する過寄生の比率が高

くなり，羽化した蜂は体が小さく，産卵能力も劣った発

育不全の個体が増えるため有効でないと結論された。広

瀬（2009）は報告書を精査し，放飼した蜂の総数は，

1 ha換算では苗代で 1,000万～ 2億頭，本田で 1,600万

～ 1億 6,000万頭にもなり，海外で実施されたタマゴバ

チの放飼試験にくらべ 1桁も 2桁も多く，必要以上に過

剰の蜂を連日放飼した結果であるとした。欧米にくらべ，

1桁も 2桁も小面積の集約的稲作を背景にした無意識の

集約的放飼だったと言えよう。

2 第二次大戦後

戦後数年間は，上記プロジェクト研究の成果から生ま

れた青色蛍光灯を使用した誘蛾灯が全国的に使用された

が，1949年に在日連合軍総司令部からの中止勧告を受

け終止符が打たれた。その理由は，誘蛾灯は天敵も誘殺

するからということであった。代わって登場し，その後

の防除で主流となったのが戦後急速に開発が進んだ有機

合成殺虫剤である。しかしこれらが，結果的には誘蛾灯

以上に天敵に悪影響を与えたことは皮肉であった。初期

には有機塩素剤の DDTと BHC，続いて 1952年から強

力な有機リン剤のパラチオンが使用されて卓効を示した

が，これらは残留性や発がん性，人畜毒性によって

70年
　

代初頭に相次いで使用禁止となった。その後は低

毒性有機リン剤のフェニトロチオン，フェンチオン等や，

新しい殺虫剤であるネライストキシン剤，IGR剤等が登

場して有効に使用されてきた。近年ではフィプロニル剤

の苗箱施用に高い防除効果が認められている。

殺虫剤抵抗性は，まず 1960年以後，香川県，愛媛県

等でパラチオン抵抗性が確認され，その数年後には西日

本で BHC抵抗性が出現した。60年代後半から 70年代

初頭にかけては四国で低毒性有機リン剤抵抗性系統が

次々と現れたが抵抗性比はそれほど高くなくおおむね

20倍以下であった。ところが 70年代末～ 80年代に西

日本で局地的な大発生が生じ，その主原因が低毒性有機

いわゆる「希少種」は保護活動に重点が置かれている。

ところでニカメイガは現在地域によっては「絶滅危惧種」

並みの低密度になっているのだから，そのような地域個

体群は防除どころか絶滅を防ぐ保護の対象である，とも

考えられる。しかしコストをかけての保護となると，害

虫の保護となり心情的にも一般には受け入れられないだ

ろう。積極的に保護すべき種がたくさんあり優先度でも

低くなる。だが，ニカメイガを，絶滅過程を理解するた

めの研究対象と考えると，大害虫として豊富な研究蓄積

のおかげで様々な利点を持つ昆虫であることに気づく。

例えば，誘蛾灯成績が全国的に存在するので地域ごとに

過去の個体群動態がわかる。大害虫時代の個体群変動要

因（天敵相など）が詳しく解析されている。低密度をモ

ニターするには高感度のフェロモントラップがある。生

命表の作成に必要な人為的接種には人工飼料による無菌

大量飼育システムが利用できる。個体群の変異性やボト

ルネック効果の計測には DNA解析技術がある。さらに，

マコモの個体群がイネの個体群とは異なることがわかっ

てきたことは，絶滅回避（＝低密度の維持）機構の解明

に役立つかもしれない。その他にも多くの利用できる研

究蓄積があるだろう。そして何よりも有利な条件は，保

護に力を入れることなく絶滅を追跡できることである。

一方で低密度維持の機構がわかれば，保護も特別なコス

トを必要とせずできるだろう。このような研究を実施す

るには研究者だけではなく自然農法家や行政当局の協力

も不可欠と思われるが，ぜひ研究プロジェクトをスター

トさせ，ニカメイガの絶滅ないしは減少過程を明らかに

して，それを絶滅危惧種の保護に役立てたい。そうすれ

ば，過去のニカメイガの研究蓄積も大きく陽の目を見る

ことになるにちがいない。

I 発生の変遷・防除法の変遷

1 第二次大戦前

殺虫剤として硫酸ニコチンや煙草粉等が使用された

が，普及はしなかった。広く行われたのは，卵塊・被害

茎の摘採，圃場でのガの捕獲，誘蛾灯（光源は石油カン

テラから白熱電球に移った）への誘殺等の物理的手法，

移植期の変更，越冬幼虫が潜む藁や刈り株の処理等の耕

種的手法，並びに寄生蜂の保護利用で，これには土着天

敵の保護，増殖・放飼のほか海外から導入した寄生蜂の

利用も試みられた。以上の方法では一定の効果をあげる

ことはあっても徹底的な防除は困難であった。佐賀県で

はサンカメイガの被害軽減のため，1923年より 5月下

旬～ 6月上旬の田植が強制的に 6月 20日以降に繰り下

げられた。その結果，ニカメイガ越冬世代成虫の誘殺最
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生ピーク年から発生が最低のレベルになるまでに 12～

14年の期間を要していることである。

以上，意図しない IPMによって日本や周辺諸国でニ

カメイガが減少してきた要因を考察した。一方で，近年

になり生息密度を回復させるかもしれない状況の変化が

起きていることにも注意が必要である。まず，イネ品種

の変化がある。稲作の多様化の進行にともなう飼料用イ

ネの増加，バラエティーに富んだ新品種（特に加害を受

けやすいインディカの遺伝子を入れた品種）の登場等に

は注意が肝心である。殺虫剤抵抗性は新しいタイプ，例

えば IGRやフェロモン剤に対する抵抗性，あるいは BT

イネに対する抵抗性も含め今後も生じる可能性を考えて

おかなければならない。気候温暖化がある程度進むと現

在年 2化性のニカメイチュウが 3化主体となる可能性が

ある。ただし，それが即被害の増大につながるというわ

けではなく，同時に変化が予想されるイネの栽培パター

ン，高 CO2下におけるイネ体 C/N比の変化との兼ね合

いにもよるだろう。

II 個 体 群 動 態

1 漸進大発生

「大暑期に炎天が続くと二化螟虫の被害が軽くなる」，

もしくは「大暑期に炎天が続くと第 2世代幼虫の発生が

少ない」ということが経験的に知られていた。ニカメイ

ガの大発生は，漸進大発生型で 2年間にわたって続く。

越冬世代成虫の羽化が低温のため遅れると，羽化期が移

植後になるため本田への産下卵数が増える。さらに 7月

中下旬に低温と日照不足が重なると，水温が低いために

第 1世代若齢幼虫の生存率を高め，第 1世代成虫の発蛾

量が多くなる。これによって子世代の第 2世代幼虫が大

発生する。さらに翌年の第 1世代の多発生をもたらす

リン剤に対する高度の抵抗性（抵抗性比 50以上）によ

ることがわかった。

1980年代に入って，九州，中国，関東地方等で局地

的に再び発生量が増えた。これらの地域は果樹，園芸の

ためのマルチ材としてイネワラが多く使われていたこと

（施設栽培では，施設 1 haに水田 10 ha分のワラを投入

する），同じ地域に早・中・晩の栽培時期が異なるイネ

が混作されてニカメイガの生育に適した条件があったこ

と，および上述の殺虫剤抵抗性が生じたことが原因と考

えられている。

3 意図しない IPM
戦後のニカメイガの化学的防除は，殺虫剤抵抗性の発

達，潜在的害虫の害虫化（リサージェンス），「ただの虫」

の激減，食品への残留問題等をもたらしながらも，収量

の安定化と被害の減少に一定の貢献をした。しかし，そ

れだけでニカメイガが防除されたとは考えられていな

い。「コメ一俵増産」運動に動員された早植えなどの一

連の耕種技術がニカメイガに予想外の低密度化をもたら

したのである。この減少は東北などの東日本は 1965年

前後に，西日本では 1970年前後から始まっている（桐

谷，1973）。その最初のきっかけは，1955年ころから普

及しだしたイネの早植え栽培と穂重型（株当たりの穂数

は少ないが，1穂あたりの籾数が多い）から穂数型への

品種の転換である。イネの栽培時期が早まることは，幼

虫に対して様々な影響を与える。移植直後や出穂以降の

イネ茎は好ましい食物でなく，移植後 25日から 30日の

分けつ最盛期頃が最も栄養的に好ましい。したがって早

植えは第 2世代幼虫の食入が出穂期以降になる場合が多

いため，幼虫の生育不良をもたらし，越冬中の死亡率を

高めニカメイガ衰退原因となる（深谷ら，1954）。さら

に，引き続くコメの増産のための稲作技術の導入によっ

て，その目的は達成され「米あまり現象」さえ生むこと

になった（表― 1）。これらも総合的にニカメイガの減少

に貢献したと考えられる。一つの手段に対して適応でき

ても，異なる複数の手法が組合されれば適応性の高いニ

カメイチュウといえども対応し切れなかったということ

で，まだ IPMの概念が成熟していなかった時代に意図

しない IPMが成功したと総括できる。

ニカメイガの減少は日本だけではない。日本での減少

開始は 1962年ごろであるが，韓国は 1968年，台湾は

1971年，そして中国（広州）では 1980年からその減少

が始まっている。これらの地域に共通することはイネの

早植えがその減少の開始の動機となり，その後に省力化

のための機械化が進められてきたことである（KIRITANI,

1990）。注目されることは，いずれの地域においても発

表－1 ニカメイガの減少をもたらした耕種的要因（桐谷，2005）

耕種的要因 影響を受けた世代・発育段階
導入
年

稲の早期栽培
穂重型から穂数型への転換
BHC粒剤の使用
ハウス栽培への敷き藁利用
中生稲の収穫期の 2～ 3週
間の早期化
ケイカル施用量が 2～ 3倍
に増加
コンバイン収穫機と稲藁の
焼却
機械植えと農薬の苗箱施用

第 2世代越冬幼虫の発育不良
第 1，2世代の幼虫生存率
第 1，2世代の幼虫生存率
第 2世代越冬幼虫の生存率
第 2世代越冬幼虫の生存率

第 1，2世代の幼虫生存率

第 2世代越冬幼虫の生存率

第 1世代の幼虫生存率

1955
1955
1960
1960
1960

1965

1965

1970
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動も，しばしば寄主の密度に依存的に働くので，低密度

ではその回復力を強める。しかし低密度もある閾値を下

回ると過疎効果（Allee効果）によって個体群は絶滅に

向かう。内田は戦前のニカメイガの誘殺成績を利用し

て，この虫の大発生機構および平衡密度とその維持機構

をロジスティック理論（一定の環境条件下では密度効果

により個体群密度はある平衡値を中心に振動するという

考え）との関連で分析を試みた。要約すると，7月の低

温・多雨は第 1世代幼虫の生存率を高めて漸進大発生の

引き金となること，世代間増殖率の変化に密度依存性が

見られることから，個体群は平衡密度を中心に変動して

いること，特に卵期の寄生蜂が密度制御に最も大きな働

きをしていることを明らかにした（UTIDA, 1958；内田，

1998）。

ニカメイガの 1 化地帯である青森県黒石市では，

1964年
　

までは年間のニカメイガ成虫の誘殺数は 1,700頭

を超えていた。しかし，1965 年以降は 700 頭以下，

1971年以降では最盛期の 10分の 1に減少している。こ

れと平行して，II ― 2で述べたように，単寄生性で年 1

～ 2世代の 3種の種特異的な寄生蜂相が，多寄生性，多

化性で寄主範囲の広いメイチュウサムライコマユバチに

急速に置き換わった。さらに，ニカメイガの多発期にお

ける誘殺数と 3種の寄生蜂による寄生率の関係は，弱い

ながらも合計寄生率が密度逆依存的である。ところが，

少発生期になると，優占種となった寄主範囲の広いメイ

チュウサムライコマユバチによる寄生率は密度依存的に

変化し，密度制御機構が働いていることがうかがえる

（図― 2）。この例は寄主個体群の密度がある閾値以下に

低下すると，ある種の天敵が害虫密度の制御に有効に働

きだす場合があることを示す。誘殺数で 1,700と 700頭

の間に見られる「境界領域」を組み入れてニカメイガの

仮想的増殖曲線を示した（図― 3）（桐谷，2005）。ここ

では高低二つの平衡点が仮定されている。現在のニカメ

イガの低密度が絶滅することなく存続しているとすれ

ば，ある程度の生息密度が維持されているマコモのニカ

メイガに寄生するメイチュウサムライコマユバチが，イ

ネのニカメイガを低密度に維持している可能性がある。

生息場所が開発などで分断されることで，個体群が分

断・孤立化しサイズが小さくなると，気候などの密度非

依存的要因によって低密度に追いやられ絶滅のリスクに

曝されやすい。ニカメイガに現在の低密度をもたらした

耕種的要因は，気象条件と同様すべて密度非依存的に働

く。したがって低密度になってもそれを復元する働きは

なく，一方的に低密度化へ追い込み，最終的には絶滅を

もたらすと考えられる。しかし，いまだに低密度で存続

が，同時に寄生率とくに卵寄生蜂による寄生率が高まり

大発生は終息する（UTIDA, 1958；宮下，1982；内田，

1998）。

2 寄生蜂相の置き換わりと寄生率の変化

青森県の水田が少なくとも全面的に 1回の農薬散布を

受けるようになったのは 1962～ 64年であるが，それ以

後ニカメイガの幼虫捕食寄生蜂相に変化が生じた。

1964年
　

ころまでは，単寄生性で主としてニカメイガに

寄主が限られている年 2 回発生のキバラアメバチ

（Temelucha biguttula）（ヒメバチ科），ふつうは 2化性

だがニカメイガの 1化地帯では 1化性になるムナカタコ

マユバチ（Chelonus munakatae）（コマユバチ科），同じ

く 1化性のアオモリコマユバチ（Hygroplitis russata）

（コマユバチ科）が優占種であった。ところが 1964～

65年を境に以上の寄生蜂は減少し，寄主範囲が広く多

寄生性（1寄主あたり 20～ 30頭が羽化する），多化性

（年 4 ～ 5 世代）のメイチュウサムライコマユバチ

（Cotesia chilonis）（コマユバチ科）に置き換わった（日

高，1965；土岐ら，1974）。このような置き換わりは全

国的に見られ，西日本では 1950年代後半に，東日本で

は 1960年代前半に起こっている。青森県での数年の遅

れは水田における農薬散布の強度が西日本のほうが高か

ったためと考えられる（桐谷，1975）。1960年前後の 10

県 25地点での調査結果では第 2世代幼虫が複数種の幼

虫寄生蜂に寄生される率は 13.3± 10.8％であった。こ

れに対し，置き換わり後のメイチュウサムライコマユバ

チによる寄生率は 11.0± 6.6％であり，寄生者相は変わ

っても全体の寄生率には大きな差がなかった（桐谷，

2009）。ただし，寄主の生息密度に対する寄生蜂の反応

が違ってきたが，それについては次で詳述する。

寄生率そのものの変化もあった。卵寄生蜂について見

ると，1934～ 36年ごろのズイムシアカタマゴバチによ

る全国の平均卵粒寄生率は約 20％であって（渋谷・弥

富，1950），戦前の卵・幼虫期を通しての寄生率は全国

平均で平年でも 30％に達していたと思われる。しかし，

戦後，特に 1960年代以降には寄生率の低下が見られた。

例えば，広島県では 1950年代前半には卵寄生率は 60％

内外を示していたが，1965年以降では寄生はほとんど

見られなくなった（野里・桐谷，1976）。

3 2つの平衡点を持つ個体群システム
個体群は普通の環境条件下では，密度依存的制御が働

いて，長期的にはある一定の個体群密度を中心に変動し

ている。すなわち高密度では，死亡率が高まる一方，増

殖率が小さくなって増加を抑える方向に，低密度ではそ

の逆に働いて平均密度への回帰を促す。寄生性天敵の活
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しているのであろうか。

III 低密度平衡点と「ただの虫」

ANDOW and HIDAKA（1989）は自然農法と慣行農法の水

田間で病害虫およびユスリカ，クモ等の発生を比較研究

した結果，自然農法水田では病害虫の被害が慣行農法に

くらべ少ないことを見た。同じような例は，トビイロウ

ンカ（Nilaparvata lugens）でも知られていて，イネの

有機栽培では調査した 3年とも慣行農法にくらべ生息密

度がおよそ 100分の 1と著しく低密度であった（梶村，

1994）。その原因は慣行農法から自然農法への変化に伴

う天敵相の変化，施肥，灌漑，イネの栽培法等，複数の

しているとすれば，低密度を押し上げる密度依存的要因

の存在がうかがわれる。もしここで仮定したように，低

密度での平衡が存在すれば，害虫の生息密度を「ただの

虫」のレベルにまで下げ，絶滅に追いやることなく害虫

管理をするという展望が開ける。

イネのニカメイガの生息場所である水田は減反で大幅

に減少したといえ，いまだ 170万 haの面積がある。既

に述べたように一部ではなおニカメイガの顕著な発生が

見られる。広範囲に分布するため局所個体群の絶滅が起

こりながらも，その周辺からの再移入で個体群は低密度

ながら維持されているのであろうか。あるいは，極端な

低密度ながらも，個体群は密度依存的制御によって存続

寄
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図－2 ニカメイガ 1化地帯の青森県黒石市におけるニカメイガ年間誘殺数と捕
食寄生性蜂群による越冬幼虫の寄生率の変化（桐谷，2005）
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図－3 ニカメイガの増殖曲線に見られる二つの安定平衡点と絶滅限界点（桐谷，
2005）
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が低密度になると，研究への財政的支援も少なくなり，

また研究材料を十分確保できない状況では，財政的支援

をうけても満足すべき研究成果をえることが難しい場合

が多い。

ニカメイガの現状もこれに近い。低密度の害虫の研究

を単に個体群生態学上の関心事にとどめず，「絶滅危惧

種」を救う理論の開発と実践の指針をうるための問題解

決型の研究と位置づける必要がある。本稿は低密度の昆

虫個体群の管理のための仮説の提案である。

低密度の害虫個体群は，農薬を含む各種の生物的ある

いは非生物的死亡要因によって，局地的に絶滅し，その

周辺地域からの移入で存続しているのか，あるいは密度

依存的に働く天敵の働きや個体群自体の密度効果がその

種の絶滅を防いでいるのか。さらに気象などの確率的事

象が絶滅閾値（密度）に及ぼす影響など明らかにすべき

ことが山積している。ここでは高低の二つの平衡値と絶

滅閾値（アリー効果，過疎効果）を作業仮説として提案

したが，一つの平衡値と絶滅閾値を仮定されたモデルが

より一般的である（例えば LIEBHOLD and TOBIN, 2008）。

自然個体群では低い平衡値は存在してもその検出が困難

なこともその理由である。提案したプロジェクトでは，

ニカメイガの発生地帯と極小発生地帯での卵接種による

生命表の比較，自然農法と慣行農法での生命表の比較，

捕食寄生蜂相と寄生率の広域調査，マコモとイネのメイ

チュウとの捕食寄生蜂相の比較と相互交流，フェロモン

トラップによる低密度地帯での分布の確認等の研究を行

うことにより，低密度と絶滅，レジームシフトを伴う高

低平衡値間の転移のメカニズム，また転移の難易をレジ

リエンス（回復力）の強弱として明らかにできる。

本種の衰退の要因を実証的に解析するとともに，現状

の低密度維持の機構を解明することにより，ポスト

COP10のプロジェクトの一環として種の絶滅過程解明

並びに絶滅危惧種の保全策確立にこれまでのニカメイガ

の業績を是非役立てたい。指定試験のようなタスクフォ

ースで取り組めないだろうか。
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し現在の耕種条件と低密度にある状況では，局地的な多

発生があっても「移行領域」を越えて高密度の平衡点に
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18048：モンガードエビセクトトレボン粉剤 DL（三井化学ア
グロ）11/03/31
蘆エトフェンプロックス・ジクロメジン・フサライド水和剤
18087：ラブサイドモンガードトレボンフロアブル（ホクサ
ン）11/03/31
蘆MPP・フサライド・EDDP粉剤
18285：バイエルヒノラブバイジット粉剤 35DL（バイエルク

登録が失効した農薬（23.3.1～ 3.31）

掲載は，種類名，登録番号：商品名（製造者又は輸入者）登録失効年月日。
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